
■参考資料：事業収支算出結果（民間所有、オフィスの場合）

パターンA パターンB パターンC パターンD パターンE パターンA パターンB パターンC パターンD パターンE

全体保存 新築復元
新築復元＋
増築（中層）

新築復元＋
増築（高層）

新築（高層） 全体保存 新築復元
新築復元＋
増築（中層）

新築復元＋
増築（高層）

新築（高層）

全体延床面積（地下、屋上除く） (1)=(2)+(3)+(4) ㎡ 4,800 4,800 8,400 15,900 15,900 4,800 4,800 8,400 15,900 15,900

保存建物面積 (2) ㎡ 4,800 0 0 0 0 4,800 0 0 0 0 保存建物面積

コの字型部分面積（保存建物部分除く） (3) ㎡ 0 4,800 8,400 5,500 0 0 4,800 8,400 5,500 0 コの字型部分の面積

中央部分面積 (4) ㎡ 0 0 0 10,400 15,900 0 0 0 10,400 15,900 中央部分の面積

民間所有面積 (5) ㎡ 4,800 4,800 8,400 15,900 15,900 4,800 4,800 8,400 15,900 15,900

区所有面積 (6)=(7)+(8) ㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

賃貸面積（区所有面積のうち） (7) ㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区使用面積（区所有面積のうち） (8) ㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①収入 テナント賃料（オフィス） (9) 千円/㎡/年 40 ― ― ― ― 40 ― ― ― ― 添付資料２参照

保存建物面積 (10)=(2) ㎡ 4,800 ― ― ― ― 4,800 ― ― ― ― 保存建物面積

レンタブル比 (11) % 65% ― ― ― ― 65% ― ― ― ― 既存建物と同等

専有床面積 (12) ㎡ 3,130 ― ― ― ― 3,130 ― ― ― ― 保存建物部の有効床

入居稼働率 (13) % 90% ― ― ― ― 90% ― ― ― ― 文京区内の物件データ※1を参考に設定

想定収入　小計 (14)=(9)*(12)*(13) 千円/年 112,680 ― ― ― ― 112,680 ― ― ― ―

テナント賃料（オフィス） (15) 千円/㎡/年 ― 50 50 50 ― ― 50 50 50 ― 添付資料２参照

コの字型部分面積（保存建物部分除く） (16)=(3) ㎡ ― 4,800 8,400 5,500 ― ― 4,800 8,400 5,500 ― コの字型部分の面積

レンタブル比 (17) % ― 65% 67～70% 67% ― ― 65% 67～70% 67% ― 保存建物部のレンタブル比をベースに、建築計画を考慮し設定

専有床面積 (18) ㎡ ― 3,130 5,700 3,690 ― ― 3,130 5,700 3,690 ― コの字型部分の有効床

入居稼働率 (19) % ― 90% 90% 90% ― ― 90% 90% 90% ― 文京区内の物件データ※1を参考に設定

想定収入　小計 (20)=(15)*(18)*(19) 千円/年 ― 140,850 256,500 166,050 ― ― 140,850 256,500 166,050 ―

テナント賃料（オフィス） (21) 千円/㎡/年 ― ― ― 75 75 ― ― ― 75 75 添付資料２参照

中央部分面積 (22)=(4) ㎡ ― ― ― 10,400 15,900 ― ― ― 10,400 15,900 中央部の面積

レンタブル比 (23) % ― ― ― 70% 70% ― ― ― 70% 70% 共有部の配置を考慮し70%

専有床面積 (24) ㎡ ― ― ― 7,280 11,130 ― ― ― 7,280 11,130 中央部分の有効床

入居稼働率 (25) % ― ― ― 90% 90% ― ― ― 90% 90% 文京区内の物件データ
※1

を参考に設定

想定収入　小計 (26)=(21)*(24)*(25) 千円/年 ― ― ― 491,400 751,275 ― ― ― 491,400 751,275

(27)=(14)+(20)+(26) 千円/年 112,680 140,850 256,500 657,450 751,275 112,680 140,850 256,500 657,450 751,275

②経費 占有床面積 (28)=(12) ㎡ 3,130 ― ― ― ― 3,130 ― ― ― ―

経費単価 (29) 千円/㎡/年 27 ― ― ― ― 27 ― ― ― ― 添付資料3参照

想定経費　小計 (30)=(28)*(29) 千円/年 84,510 ― ― ― ― 84,510 ― ― ― ―

占有床面積 (31)=(18) ㎡ ― 3,130 5,700 3,690 ― ― 3,130 5,700 3,690 ―

経費単価 (32) 千円/㎡/年 ― 24 24 24 ― ― 24 24 24 ― 添付資料3参照

想定経費　小計 (33)=(31)*(32) 千円/年 ― 75,120 136,800 88,560 ― ― 75,120 136,800 88,560 ―

占有床面積 (34)=(24) ㎡ ― ― ― 7,280 11,130 ― ― ― 7,280 11,130

経費単価 (35) 千円/㎡/年 ― ― ― 24 24 ― ― ― 24 24 添付資料3参照

想定経費　小計 (36)=(34)*(35) 千円/年 ― ― ― 174,720 267,120 ― ― ― 174,720 267,120

(37)=(30)+(33)+(36) 千円/年 84,510 75,120 136,800 263,280 267,120 84,510 75,120 136,800 263,280 267,120

③収支(NOI) (38)=(27)-(37) 千円/年 28,170 65,730 119,700 394,170 484,155 28,170 65,730 119,700 394,170 484,155

④CAPレート (39) % 4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 6.0% 6.0% 6.0% 6.0% 6.0% REIT実績より過去10年間は約4.5～6.0%で推移と想定※2

⑤収益価格 (40)=(38)/(39) 千円 626,000 1,460,667 2,660,000 8,759,333 10,759,000 469,500 1,095,500 1,995,000 6,569,500 8,069,250

建築費（本体工事、設計、解体） (41) 千円 2,152,118 3,141,808 4,807,068 8,185,500 8,176,808 2,152,118 3,141,808 4,807,068 8,185,500 8,176,808 添付資料１参照

不動産取得税 (42) 千円 60,259 87,971 134,598 229,194 228,951 60,259 87,971 134,598 229,194 228,951 固定資産税評価額（＝取得価格(建築費)×70％）×不動産取得税（4％）

初期投資額　小計 (43)=(41)+(42) 千円 2,212,377 3,229,779 4,941,666 8,414,694 8,405,759 2,212,377 3,229,779 4,941,666 8,414,694 8,405,759

建物解体準備金単価 (44) 千円/㎡ 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 添付資料4参照

延床面積 (45) ㎡ 0 0 0 10,400 15,900 0 0 0 10,400 15,900 中央部の面積

新築建物解体準備金 (46)=(44)*(45) 千円 0 0 0 114,400 174,900 0 0 0 114,400 174,900

割引率 (47)＝（39） % 4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 6.0% 6.0% 6.0% 6.0% 6.0% CAPレートと整合

事業期間 (48) 年 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 定借期間（50年）終了後解体を想定

新築建物解体準備金（現在価値化）　小計 (49) 千円 0 0 0 12,665 19,363 0 0 0 6,211 9,495

(50)=(43)+(49) 千円 2,212,377 3,229,779 4,941,666 8,427,359 8,425,122 2,212,377 3,229,779 4,941,666 8,420,905 8,415,254

⑦事業収支 (51)=(40)-(50) 千円 -1,586,377 -1,769,112 -2,281,666 331,974 2,333,878 -1,742,877 -2,134,279 -2,946,666 -1,851,405 -346,004

(52)=(51) (*0.8) 千円 -1,586,377 -1,769,112 -2,281,666 265,579 1,867,103 -1,742,877 -2,134,279 -2,946,666 -1,851,405 -346,004

(53)=(52)/1000 百万円 -1,586 -1,769 -2,282 266 1,867 -1,743 -2,134 -2,947 -1,851 -346

※1 TAKE OFFICE　HP (賃料相場データ)　"http://www.take-office.co.jp/souba/zone9.php#num2"

※2　ジャパンリアルエステイト投資法人　保有物件データ　"http://j-re.co.jp/"の2012年6月期～2015年12月期のデータと三井住友トラスト基礎研究所“http://www.smtri.jp/market/jreit/caprate.html”の過去10年間（2005年3月～2016年3月 ）のデータを考慮し設定

本事業は定借であり、所有権取得と比べて地代負担可能額が減少すると想
定されるため、値がプラスの場合のみ8掛けしている。
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■参考資料：事業収支算出結果（民間所有、分譲マンションの場合）

パターンB パターンC パターンD パターンE パターンB パターンC パターンD パターンE

新築復元
新築復元＋
増築（中層）

新築復元＋
増築（高層）

新築（高層） 新築復元
新築復元＋
増築（中層）

新築復元＋
増築（高層）

新築（高層）

全体延床面積（地下、屋上除く） (1)=(2)+(3)+(4) ㎡ 4,800 8,400 15,900 15,900 4,800 8,400 15,900 15,900

保存建物面積 (2) ㎡ 0 0 0 0 0 0 0 0 保存建物面積

コの字型部分面積（保存建物部分除く） (3) ㎡ 4,800 8,400 5,500 0 4,800 8,400 5,500 0 コの字型部分の面積

中央部分面積 (4) ㎡ 0 0 10,400 15,900 0 0 10,400 15,900 中央部分の面積

民間所有面積 (5) ㎡ 4,800 8,400 15,900 15,900 4,800 8,400 15,900 15,900

①収入 分譲マンション販売単価 (9) 千円/㎡ ― ― ― ― ― ― ― ―

全体延床面積（地下、屋上除く） (10)=(2) ㎡ ― ― ― ― ― ― ― ―

有効率 (11) % ― ― ― ― ― ― ― ―

専有床面積 (12) ㎡ ― ― ― ― ― ― ― ―

想定収入　小計 (13)=(9)*(12) 千円 ― ― ― ― ― ― ― ―

分譲マンション販売単価 (14) 千円/㎡ 1,035 1,035 1,035 ― 1,035 1,035 1,035 ― 都内の類似事例より設定

コの字型部分面積（保存建物部分除く） (15)=(3) ㎡ 4,800 8,400 5,500 ― 4,800 8,400 5,500 ― コの字型部分の面積

有効率 (16) % 80% 80% 80% ― 80% 80% 80% ― マンションの際の一般的なレンタブル比として80%と設定

専有床面積 (17) ㎡ 3,840 6,720 4,400 ― 3,840 6,720 4,400 ― コの字型部分の有効床

想定収入　小計 (18)=(14)*(17) 千円 3,974,400 6,955,200 4,554,000 ― 3,974,400 6,955,200 4,554,000 ―

分譲マンション販売単価 (19) 千円/㎡ ― ― 1,035 1,035 ― ― 1,035 1,035 都内の類似事例より設定

中央部分面積 (20)=(4) ㎡ ― ― 10,400 15,900 ― ― 10,400 15,900 中央部の面積（民間活用部分）

有効率 (21) % ― ― 80% 80% ― ― 80% 80% 通常のマンションの専有面積比として80%と設定する

専有床面積 (22) ㎡ ― ― 8,320 12,720 ― ― 8,320 12,720 中央部分の有効床

想定収入　小計 (23)=(19)*(22) 千円 ― ― 8,611,200 13,165,200 ― ― 8,611,200 13,165,200

(24)=(13)+(18)+(23) 千円 3,974,400 6,955,200 13,165,200 13,165,200 3,974,400 6,955,200 13,165,200 13,165,200

建築費（本体工事、設計、解体） (25) 千円 2,451,536 3,697,036 6,230,860 6,248,456 2,451,536 3,697,036 6,230,860 6,248,456

初期投資額　小計 (26)=(25) 千円 2,451,536 3,697,036 6,230,860 6,248,456 2,451,536 3,697,036 6,230,860 6,248,456

建物解体準備金単価 (27) 千円/㎡ 11 11 11 11 11 11 11 11 添付資料4参照

延床面積 (28) ㎡ 0 0 10,400 15,900 0 0 10,400 15,900 中央部の面積

新築建物解体準備金 (29)=(27)*(28) 千円 0 0 114,400 174,900 0 0 114,400 174,900

割引率 (30) % 4.5% 4.5% 4.5% 4.5% 6.5% 6.5% 6.5% 6.5% CAPレート相当

事業期間 (31) 年 50 50 50 50 50 50 50 50 定借期間（50年）終了後解体を想定

新築建物解体準備金（現在価値化）　小計 (32) 千円 0 0 12,665 19,363 0 0 4,908 7,504

(33)=(26)+(32) 千円 2,451,536 3,697,036 6,243,525 6,267,819 2,451,536 3,697,036 6,235,768 6,255,960

原価率 (34) % 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 80% 一般的なマンション開発事業者の原価率より設定

原価 (35)=(24)*(34) 千円 3,179,520 5,564,160 10,532,160 10,532,160 3,179,520 5,564,160 10,532,160 10,532,160

(36)=(35)-(33) 千円 727,984 1,867,124 4,288,635 4,264,341 727,984 1,867,124 4,296,392 4,276,200

(37)=(36)/1000 百万円 728 1,867 4,289 4,264 728 1,867 4,296 4,276

建物面積条件

民
間
施
設

a. 保存建物部
分

b.　コの字型部
分

c.　中央部分

収入　計

②開発
コスト

a.　初期投資
額

b.建物解体準
備金

開発コスト　計

⑧地代負担可能額

③原価

設定根拠

CAP レート　4.5% CAP レート　6.0%

項目 算式 単位



添付資料１　建築計画
【保存】外装・内装の保存 【新築復元】外装の復元 【増築】デザインイメージの継承

・単価については、JBCI　（ジャパン・ビルディング・コスト・インフォメーション）　に基づき、実勢工事費の増加分を勘案して技術アドバイザーが設定（備考）

383,500

2,950

25,600

400

新築復元＋増築建物

合計㎡ 800車椅子 1

台 0

千円/㎡

千円/㎡

小計

合計台 20 合計台 30
荷捌き 1 概算

合計
800

千円 1,074 58,206 千円 1,074

千円/㎡ 経験値→

概算
合計

1,800
荷捌き 2 概算

合計
1,800

合計台 45
荷捌き 1 概算

合計
1,200

荷捌き 2
合計台 45

合計㎡ 1,800車椅子 1 合計㎡ 1,800 車椅子 1車椅子 1 合計㎡ 1,200
㎡/台 40 台 11 ㎡/台 40台 0 ㎡/台 40 台 11

300 駐車場面積/台
台 0 ㎡/台 40

300 駐車場面積/台 ㎡ 300 駐車場面積/台 ㎡
㎡ 3,250

㎡ 300 駐車場面積/台 ㎡
㎡ 0 ㎡ 3,250㎡ 0

係数 0.5 係数 0.5係数 0.5 係数 0.5
㎡ 6,500 ㎡ 6,500

10000㎡～
㎡ 0 ㎡ 0

10000㎡～ 10000㎡～
台 11

10000㎡～
台 8 台 11

※駐車場設置不可能 係数 0.8 係数
3,000

㎡ 300 ㎡ 300㎡ 300 ㎡ 300
㎡ 3,200 ㎡ 3,200

0.8
㎡ 0 ㎡ 2,400

0.8 係数 0.8 係数
4,000㎡ 4,000 ㎡㎡ 0 ㎡台 16

6000～10000㎡ 6000～10000㎡6000～10000㎡ 6000～10000㎡
20台 20 台

係数 0.93
20台 17

6000㎡未満 事務所想定

515 千円/㎡ 471千円/㎡ 439 千円/㎡

292,500

2,250
千円 53,669

←構造区分：RC造

千円 1,724,800

704

千円/㎡ 447 千円/㎡

6,000
・1台当り ㎡ 300 ㎡

6,000 ㎡ 6,000 ㎡

447

台 18 台

千円 8,185,500 千円 8,176,808
・延床面積当り総合単価

6000㎡未満 事務所想定 6000㎡未満 事務所想定
・特定用途面積 ㎡ 4,900

6000㎡未満 事務所想定 6000㎡未満 事務所想定
㎡ 5,300 ㎡

300 ㎡ 300300 ㎡ 300 ㎡

306,412
合計 千円 2,152,118 千円 3,141,808 千円 4,807,068

179,252 千円 2,147 306,740 千円 2,147千円 2,147 116,412 千円 2,147
4% ％ 4% 4%

Ｅ　【建築設計費】 千円 81,212
4% ％ 4% 4% ％ 4%

153,206
・建築設計費比率 ％ 4% ％ 4%

89,626 千円 1,074 153,370 千円 1,074
2% ％ 2% 2%

Ｄ　【工事予備費】 千円 40,606
2% ％ 2% 2% ％ 2%・工事予備費比率 ％ 2% ％ 2%

千円 292,500 千円千円 305,500 千円
130 千円/㎡ 経験値→ 130

Ｄ1　【外構工事費】 千円 305,500
130 千円/㎡ 経験値→ 130 千円/㎡ 経験値→・外構工事単価 千円/㎡ ←経験値

㎡ ※一般仕様を想定 2,250 ㎡ ※一般仕様を想定㎡ ※一般仕様を想定 2,350 ㎡ ※一般仕様を想定
千円 53,669

・外構面積 ㎡ ※一般仕様を想定
千円 53,669 千円 53,669Ｃ　【解体工事費】 千円

㎡ 4,879 ※JBCI2013単価を参考

・解体工事単価 千円/㎡

※JBCI2013単価を参考 ㎡ 4,879 ※JBCI2013単価を参考 ㎡ 4,879・解体建物面積 ㎡ ㎡ 4,879
←構造区分：RC造

千円 千円千円 千円
千円/㎡

千円/㎡ 11 ←構造区分：RC造 千円/㎡ 11千円/㎡ 11 ←構造区分：RC造 千円/㎡ 11
※JBCI2013単価を参考

千円/㎡ 千円/㎡・改修工事単価 千円/㎡ 352 ←用途区分：貸事務所
㎡ ㎡㎡ ㎡

1,619,200 千円 1,619,200
・改修建物面積 ㎡ 4,900 ※JBCI2015単価を参考

915,200 千円 1,196,800 千円Ａ3　【新築工事費/地下】 千円 千円

※JBCI2015単価を参考 2,300
・新築工事単価/地下 千円/㎡

1,300 ㎡ ※JBCI2015単価を参考 1,700 ㎡ ※JBCI2015単価を参考・新築建物面積/地下 ㎡ ㎡ ※JBCI2015単価を参考

704

千円 124,800 千円千円 千円
96 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→ 64

千円/㎡ 用途区分：貸事務所→ 704 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→千円/㎡ 用途区分：貸事務所→ 704 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→

2,300 ㎡
Ａ2　【新築工事費/吹抜】 千円

千円/㎡ 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→・新築工事単価/吹抜 千円/㎡

㎡ ※JBCI2015単価を参考 1,300 ㎡ ※JBCI2015単価を参考㎡ ㎡
5,632,000 千円 5,632,000

・新築建物面積/吹抜 ㎡
1,689,600 千円 2,992,000 千円Ａ1　【新築工事費/地上】 千円 千円

352 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→ 352 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→千円/㎡ 用途区分：貸事務所→ 352 千円/㎡ 用途区分：貸事務所→

16,000 ㎡ ※JBCI2015単価を参考 16,000
・新築工事単価/地上 千円/㎡

4,800 ㎡ ※JBCI2015単価を参考 8,500 ㎡ ※JBCI2015単価を参考・新築建物面積/地上 ㎡ ㎡ ※JBCI2015単価を参考

352

新築復元＋増築建物 単位 保存建物 新築復元＋増築建物 単位 保存建物単位 保存建物 新築復元＋増築建物 単位 保存建物建築関連費用（オフィス） 単位 保存建物 新築復元＋増築建物
合計 10,200 合計 18,300 合計 18,300合計 4,900 合計 6,100

18,300 小計 0 18,30010,200 小計 06,100 小計 0小計 4,900 0
2,300 Ｂ1 設備・駐車場 2,300設備・駐車場 1,700 Ｂ1 設備・駐車場設備・駐車場 1,300 Ｂ1・2Ｂ1Ｂ1 100
1,900 1 事務室等 1,200事務室等 1,900 1 事務室等事務室等 1,800 11

1,200
1 事務室等 1,800

2 事務室等 1,800 21,500 2 事務室等 1,9002 事務室等2 事務室等 1,500
事務室等 1,800 3 事務室等事務室等 1,900 3事務室等 1,500 3

事務室等
3

4 事務室等 1,500
3 事務室等 1,500

900 4 事務室等 1,3004 事務室等ＰＨ
1,500

事務室等 1,500
ＰＨ

事務室等 1,300 55 事務室等 900 5
事務室等 1,300 6 事務室等事務室等 900 66

1,300 7 事務室等 1,500EV機械等 100 7 事務室等ＰＨ
1,500

1,300 8 事務室等 1,5008 事務室等
1,300 9 事務室等 1,5009 事務室等
1,300 10 事務室等 1,50010 事務室等
1,300 11 事務室等 1,50011 事務室等

新築復元＋増築建物新築復元＋増築建物 階 保存建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物
100 ＰＨ EV機械等 100ＰＨ EV機械等

新築復元＋増築建物 階 保存建物

合計 合計合計 合計

新築復元＋増築建物 階 保存建物

0

910 4

11,130
合計

小計 0 10,970 小計3,130 小計 0 5,700小計
11,13010,9705,7003,1303,130

小計 3,130
0 Ｂ1 0% 00% 0 Ｂ1 0%0% 0 Ｂ1・2Ｂ1Ｂ1 0% 0

1 70% 8401,270 1 67% 1,27065% 1,170 1 67%11 65% 1,170
67% 1,210 2 70%67% 1,270 265% 980 22

70% 1,050
2 65% 980

3 67% 1,210 3980 3 67% 1,2703 65%
840

3 65% 980
70% 1,05070% 630 4 70%4ＰＨＰＨ

910 5 70% 1,05070% 630 5 70%5
910 6 70% 1,05070% 630 6 70%6

1,05070% 910 7ＰＨ 0% 0 7
70% 910 8 70%8

70%

9 70% 1,0509 70% 910
1,050

70% 1,05010 70% 910 10
70% 1,05011 70% 910 11

0% 0 ＰＨＰＨ

合計 398% 16,500 合計 398% 16,500合計 128% 5,300 合計 217% 9,000合計 118% 4,900

新築復元＋増築建物
0% 0

16,5009,000 小計 05,300 小計 0

階 保存建物 新築復元＋増築建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物階 保存建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物

階 保存建物

小計小計 4,900
500 Ｂ1 設備・駐車場Ｂ1 100

16,500 小計 0
500設備室等 500 Ｂ1 設備・駐車場設備室等 500 Ｂ1・2Ｂ1

1 事務室等 1,800
2 事務室等 1,800 21,500 2 事務室等 1,9002

1,900 1事務室等 1,900 1 事務室等事務室等

事務室等 1,500 3

1
事務室等 1,200
事務室等 1,2001,800 1

事務室等ＰＨ

事務室等
1,500

2 事務室等 1,500
事務室等 1,800 3 事務室等事務室等 1,900 33

4 事務室等 1,500
3 事務室等 1,500

900 4 事務室等 1,3004

6
1,500

ＰＨ
事務室等 1,300 55 事務室等 900 5 事務室等

1,300 7 事務室等
事務室等 1,300 6 事務室等事務室等 900 6

1,500EV機械等 100 7 事務室等ＰＨ
1,500

1,300 8 事務室等 1,5008 事務室等
1,300 9 事務室等 1,5009 事務室等
1,300 10 事務室等 1,50010 事務室等
1,300 11 事務室等 1,50011 事務室等

54.3% 400％に対し32.0%29.5% 400％に対し

新築復元＋増築建物 階 保存建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物
100 ＰＨ 99.5% 400％に対し EV機械等 100ＰＨ 99.5% 400％に対し EV機械等400％に対し

階 保存建物 新築復元＋増築建物 階 保存建物 新築復元＋増築建物

パターンＥ

全体保存 新築復元＋増築（地下） 新築復元＋増築（中層） 新築復元＋増築（高層） 新築（高層）

パターンＡ パターンＢ パターンＣ パターンＤ

西側に中層建物 校庭部分に高層建物 敷地中央に高層建物

建物全体 北・東側低層部 北・東・西側低層部

既存建物全体

地下部分

3,130

イ
メ
ー

ジ
図

平面構成

断面構成

項目

構
成

保　　存

新築復元

増　　築

駐
車
場
面
積
　
※
附
置
義
務
台
数
分
を
設
置

概略想定
【延床面積＝容積対象床面

積＋駐車場面積】

（単位：㎡）

★備考
延床面積には駐車場

等の容積対象外を加算

★備考
敷地面積 4,147㎡

×400％＝16,587㎡

概略想定
【容積対象床面積】

・附置義務台数

オ
フ

ィ
ス

・駐車場

・基準附置義務台数
・激変緩和係数

Ｂ　【改修工事費】

階 保存建物 新築復元＋増築建物

コの字
保存 3,130 保存 保存
コの字 コの字

7,280 中央 11,130
5,700コの字

保存 保存
コの字 3,690

既存建物と同等＝65％

賃貸面積
（単位：㎡）

ﾚﾝﾀﾌﾞﾙ比の設定

新築復元＋増築部分＝67％

増築部分＝70％

概略想定
【有効床面積算定根拠】

（単位：㎡）

2,350
130

中央 中央 中央 中央



添付資料２　テナント（オフィス）賃料設定

【元データ】：　統計賃料（文京区物件、１フロアあたりの面積規模別）
最大規模 共益費込賃料 最大規模 共益費込賃料 統計賃料

坪 円/坪/月 ㎡ 千円/㎡/年 千円/㎡/年

大規模ビル 20,932 76.1 ⇒ 75 A

大型ビル 250 12,939 825 47.1 ⇒ 50 B

中型ビル 100 11,248 330 40.9

小型ビル 50 10,889 165 39.6 C

小規模ビル 25 10,839 82.5 39.4

※TAKE OFFICE　HP (賃料相場データ)　http://www.take-office.co.jp/souba/zone9.php#num2　より

【テナント賃料の設定】
設定賃料 設定賃料

千円/㎡/年 千円/坪/月

保存建物部分 40 11

コの字型部分 50 14

中央部 75 21

・民間施設のテナント賃料（オフィス）の単価は、以下の通り設定した。

大規模ビル（ワンフロア825㎡以上）の賃料（A)

大型ビル（ワンフロア最大825㎡）の賃料（B）

小規模(ワンフロア最大83㎡)～中型ビル(ワンフロア最
大330㎡）の賃料平均（C)

設定の考え方対象

⇒ 40



添付資料３　経費単価設定

対象箇所 費目
占有床面積当たり
の経費（千円/㎡）

設定方法 根拠

建物管理委託費 7.2 総額の30% RETI物件平均（※）

修繕費 1.2 総額の5% RETI物件平均（※）

その他
（水道光熱費、公租公課等） 15.6 総額の65% RETI物件平均（※）

計 24.0 RETI物件平均（※）

建物管理委託費 7.2 中央部と同等

修繕費 1.2 中央部と同等

その他 15.6 中央部と同等

計 24.0

建物管理委託費 7.2 中央部と同等

修繕費 4.3 中央部の3.6倍
国交省不動産市場データベー
ス（平成21年度、下記）を参考
に築年数を考慮し設定

その他 15.6 中央部と同等

計 27.1

【修繕費】

・事務所1㎡あたり修繕費の築年数別金額を見ると、10年未満は250円/㎡、30年以上は900円/㎡となっている。
・30年以上経過した建物の修繕費は、10年未満の場合の3.6倍となっている。

中央値 倍率（対10年未満）
10年未満 250 円/㎡
30年以上 900 円/㎡ 3.6倍

※国交省不動産市場データベース（平成21年度調査結果）　http://tochi.mlit.go.jp/tocchi/fudousan_db/menu.html

※日本ビルファンド投資法人　物件毎データより、第29期（2015年12月期）の保有不動産（オフィス）63件の単位専
有床面積当たりの経費（諸経費、公租公課）の平均値。

・民間施設の維持管理に係る経費の単価は、以下の通り設定した。

保存建物部分

コの字部分

中央部分



添付資料４　解体撤去費設定

（出典：ジャパン・ビルディング・コスト・インフォメーション　JBCI2013、（一財）建設物価調査会）

・民間施設解体撤去費は、延床面積が4,800㎡であることから、以下の通り設定した。

10,000～15,000㎡

11,000


